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(57)【要約】
【課題】粘着剤層の厚みが厚い場合でも、紫外線照射による硬化反応が阻害されることが
なく良好な粘着特性を示し、光学用途に好適に用いることができる離型フィルム貼合両面
粘着シートを提供すること。
【解決手段】上記離型フィルム貼合両面粘着シートは、紫外線硬化型粘着剤の硬化物から
なる両面粘着シートの両面に離型フィルムが貼合されてなり、前記離型フィルムは、それ
ぞれ、樹脂からなる基材フィルムの貼合面側の表面に離型層を有するものであり、そして
前記両面粘着シートの両面に貼合される離型フィルムのうちの少なくとも１枚の基材フィ
ルムを構成する樹脂がポリオレフィン樹脂であることを特徴とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　紫外線硬化型粘着剤の硬化物からなる両面粘着シートの両面に離型フィルムが貼合され
てなり、
前記離型フィルムは、それぞれ、樹脂からなる基材フィルムの貼合面側の表面に離型層を
有するものであり、そして
前記両面粘着シートの両面に貼合される離型フィルムのうちの少なくとも１枚の基材フィ
ルムを構成する樹脂がポリオレフィン樹脂であることを特徴とする、離型フィルム貼合両
面粘着シート。
【請求項２】
　前記基材フィルムを構成するポリオレフィン樹脂がポリプロピレン系樹脂である、請求
項１に記載の離型フィルム貼合両面粘着シート。
【請求項３】
　前記ポリプロピレン系樹脂からなる基材フィルムが無延伸ポリプロピレンフィルムであ
る、請求項２の記載の離型フィルム貼合両面粘着シート。
【請求項４】
　前記離型フィルムの双方ともの基材フィルムを構成する樹脂がポリオレフィン樹脂であ
る、請求項１の記載の離型フィルム貼合両面粘着シート。
【請求項５】
　請求項１に記載の離型フィルム貼合両面粘着シートを製造するための方法であって、
ポリオレフィン樹脂からなる基材フィルム上に離型層を有する第１の離型フィルム、
紫外線硬化型粘着剤、及び
樹脂からなる基材フィルム上に離型層を有する第２の離型フィルム
をこの順に積層して積層体とし、そして
前記積層体に対し、少なくとも前記第１の離型フィルムの側から紫外線を照射する紫外線
照射工程を経ることを特徴とする、前記方法。
【請求項６】
　前記第２の離型フィルムの基材フィルムを構成する樹脂がポリオレフィン樹脂であり、
そして
紫外線照射工程における紫外線の照射を前記積層体の両面から行う、請求項５に記載の方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、離型フィルム貼合両面粘着シート及びその製造方法に関する。前記離型フィ
ルム貼合両面粘着シートは、紫外線硬化型粘着剤の硬化物からなる両面粘着シートの両面
に、離型フィルムが貼合されてなる。該離型フィルム貼合両面粘着シートは、粘着剤層の
厚みが厚い場合であっても良好な粘着特性を示し、特に光学部材の接着に好適に用いるこ
とができる。前記製造方法は、前記離型フィルム貼合両面粘着シートを製造するための、
紫外線硬化型粘着剤の硬化工程（紫外線照射工程）が簡略化された簡易な方法である。
【背景技術】
【０００２】
　工業用途、特にパソコン、ハードディスク等の電子機器、液晶ディスプレイ、タッチパ
ネル等の光学関連用途では、各部材の接着に両面粘着シートが広く利用されている。
　このような両面粘着シートは、通常、それ自体が両面粘着シートである粘着剤層と、そ
の両面に貼合された離型フィルムと、からなる離型フィルム貼合両面粘着シートとして供
給される。この離型フィルム貼合両面粘着シートは、その使用前に被着体の形状に合わせ
て打ち抜いたうえで、両面の離型フィルムを剥がした状態で機能する。離型フィルム貼合
両面粘着シートは、例えば片側の離型フィルムの離型面に粘着剤形成用組成物を塗布して
塗膜を形成した後、該塗膜を熱又は紫外線によって硬化して粘着剤層とし、次いで反対側
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の離型フィルムと貼合した後に、ロール状に巻き取る工程を経て製造することができる（
特許文献１）。
　離型フィルム貼合両面粘着シートを使用する際、例えば液晶ディスプレイの液晶表示ユ
ニットと筐体とを接着する場合には、離型フィルム貼合両面粘着シートを液晶表示ユニッ
トの外枠の形状に合わせて打ち抜き加工をして使用することとなる。一方タッチパネルの
場合、透明導電膜（例えばＩＴＯ膜）と最外層の傷防止フィルム（例えばＰＥＴフィルム
）とを接着する目的のほか、両者の間にクッション性を付与することを目的として両面粘
着シートを使用する例もある。この場合、タッチパネルの表示領域の全面に対して離型フ
ィルム貼合両面粘着シートを使用することとなる。
【０００３】
　上記のような液晶関連分野における両面粘着シートの需要は、近年において益々増加し
ている。特にタッチパネルへの使用の拡大は著しい。タッチパネルの画面サイズは、年々
大型化が進んでいる。このような大型のタッチパネルにおいては、透明導電膜と傷防止フ
ィルムとの間に高いクッション性が要求され、そのため両面粘着シート（粘着剤層）の厚
みがより厚くなる傾向にある。
　ここで、一回の塗布工程で塗布可能な厚みには限界があるため、粘着剤の厚みがより厚
くなると、塗布工程を複数回行う必要が生ずる場合がある。また、塗布された粘着剤層を
厚みの全部にわたって完全に硬化することが困難となる場合がある。粘着剤層の硬化の完
全を期すためには、熱硬化型粘着剤の場合には加熱温度及び加熱時間を調整する必要があ
り、一方、紫外線硬化型粘着剤の場合には紫外線照射工程を複数回行う必要がある場合が
あり、粘着剤層形成工程の煩雑化及びコスト面の問題がある。
　離型フィルム貼合両面粘着シートにおける離型フィルムの基材としては、耐熱性及び表
面平滑性の観点から、従来からポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムが好適に
用いられている。ＰＥＴフィルムを熱硬化型粘着剤層を有する離型フィルム貼合両面粘着
シートにおける離型フィルムとして使用する場合には、粘着剤層の熱硬化工程における基
材フィルムの変形（伸び、皺等）を可及的に低減することができ、特に好適である。
【０００４】
　しかしながらＰＥＴフィルムを、紫外線硬化型粘着剤層を有する離型フィルム貼合両面
粘着シートにおける離型フィルムとして使用すると、粘着剤の硬化工程において問題が生
ずる場合がある。即ち、ＰＥＴは波長３００ｎｍ以下の紫外線を吸収する性質を有してい
るため、粘着剤の紫外線硬化を阻害するのである。特に粘着剤層の厚みが厚くなると、一
回の紫外線照射工程によっては粘着剤層の硬化反応が完結しない場合がある。このような
場合、例えば
紫外線照射ラインの搬送速度を遅くして照射時間を長くする方法；
一度紫外線照射工程に供してロール状に巻き取ったものを再度紫外線照射工程に供する方
法； 
一度紫外線照射を行った面側に離型フィルムを貼合した後、その反対面の離型フィルムを
剥がして、その面へ再度紫外線照射を行う方法
等によって硬化の完全を期すこととなる。これらいずれの方法も、工程時間が長く、操作
が煩雑であるほか、コスト面からも好ましくない。
　ところで、離型フィルム貼合両面粘着シートを使用する際、片面の離型フィルムを剥が
し、被着体へ貼り付けた後にもう片面の残りの離型フィルムを剥がす方法で使用されるが
、始めの離型フィルムを剥がす際に粘着剤の残存する面が一定せず、あるいは粘着剤層の
破壊が発生する場合があった。
　この点、特許文献２は、粘着力の異なる２種類の粘着剤を積層し、粘着剤層の表裏の粘
着力に差を付けることによって上記の問題点を解決する技術を提案している。しかしなが
らこの方法は、粘着剤層の塗布工程及び硬化工程を、それぞれ２段階で行うことが必要で
あり、粘着剤層間への異物混入や層間の乱れ等によって光学的な不具合が生じる場合があ
った。
　以上述べてきたとおり、光学部品用途に好適に使用することのできる離型フィルム貼合
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両面粘着シート、特に厚みの厚い紫外線硬化型の粘着剤層を有する離型フィルム貼合両面
粘着シート及びその製造方法は従来提案されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－７２４７１号公報
【特許文献２】特開２０１０－１５０３７８号公報
【特許文献３】特開２０００－２５１０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記事情に鑑みなされたものであって、その目的は、
紫外線硬化型粘着剤の硬化物からなる両面粘着シートの両面に離型フィルムが貼合されて
なる離型フィルム貼合両面粘着シートにおいて、
粘着剤層の厚みが厚い場合でも、紫外線照射による硬化反応が阻害されることがなく良好
な粘着特性を示し、光学用途に好適に用いることのできる離型フィルム貼合両面粘着シー
ト、及び該離型フィルム貼合両面粘着シートを製造するための簡易な方法を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によると、本発明の上記目的及び利点は、第１に、
紫外線硬化型粘着剤の硬化物からなる両面粘着シートの両面に離型フィルムが貼合されて
なり、
前記離型フィルムは、それぞれ、樹脂からなる基材フィルムの貼合面側の表面に離型層を
有するものであり、そして
前記両面粘着シートの両面に貼合される離型フィルムのうちの少なくとも１枚の基材フィ
ルムを構成する樹脂がポリオレフィン樹脂であることを特徴とする、離型フィルム貼合両
面粘着シートによって達成される。
　本発明の上記目的及び利点は、第２に、
上記の離型フィルム貼合両面粘着シートを製造するための方法であって、
ポリオレフィン樹脂からなる基材フィルム上に離型層を有する第１の離型フィルム、
紫外線硬化型粘着剤、及び
樹脂からなる基材フィルム上に離型層を有する第２の離型フィルム
をこの順に積層して積層体とし、そして
前記積層体に対し、少なくとも前記第１の離型フィルムの側から紫外線を照射する紫外線
照射工程を経ることを特徴とする前記方法によって達成される。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートは、粘着剤層の厚みが厚い場合でも、紫外線
照射による硬化反応が阻害されることがなく良好な粘着特性を示す。従って本発明の離型
フィルム貼合両面粘着シートは、特に光学用途に好適に用いることできる。
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートを製造するための方法は、上記のような優れ
た離型フィルム貼合両面粘着シートを簡易な方法で製造することができる。特に粘着剤層
の厚みが厚い場合であっても、紫外線照射による粘着剤層の硬化工程を複数回行う必要が
なく、優れた性能の離型フィルム貼合両面粘着シートを安価に製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの製造に好ましく使用される製造装置
の一例を示す概略図である。
【図２】本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの製造に好ましく使用される製造装置
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の別の一例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートは、紫外線硬化型粘着剤の硬化物からなる両
面粘着シートの両面に離型フィルムが貼合されてなる。上記２枚の離型フィルムは、それ
ぞれ、樹脂からなる基材フィルムの貼合面側の表面に離型層を有する。
　本明細書において、「紫外線硬化型粘着剤の硬化物」からなる「粘着剤層」が即ち「両
面粘着シート」である。本明細書においては、説明を簡単にするために、文脈に応じてこ
れらの３つの用語を使い分けるが、これらはいずれも同じものを意味するものである。そ
して両面粘着シートの両面に離型フィルムを貼合されてなるものが、本明細書における「
離型フィルム貼合両面粘着シート」である。
　以下、本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートを構成する各部分について、順に説明
する。
【００１１】
＜基材フィルム＞
　本発明における離型フィルムの基材フィルムは樹脂からなる。
［基材フィルムを構成する樹脂］
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートにおいて、離型フィルムは２枚存在するが、
これらのうち少なくとも１枚の基材フィルムはポリオレフィン樹脂からなる。
　本発明における基材フィルムを構成するポリオレフィン樹脂としては、例えばエチレン
の単独重合体、プロピレンの単独重合体、エチレンと他のオレフィンとの共重合体、プロ
ピレンと他のオレフィンとの共重合体、又はこれらの混合物を挙げることができる。上記
他のオレフィンとしては、炭素数４以上のα－オレフィンを好ましく例示することができ
、その具体例として、例えば１－ブテン、１－ペンテン、１－へキセン、１－ヘプテン、
１－オクテン、１－ノネン、１－デセン、４－メチル－１－ペンテン等を挙げることがで
き、これらのうちから選択される１種以上を使用することが好ましい。
　上記ポリオレフィン樹脂としては、高密度ポリエチレン樹脂（ＨＤＰＥ）、低密度ポリ
エチレン樹脂（ＬＤＰＥ）及び線状低密度ポリエチレン樹脂（ＬＬＤＰＥ）から選択され
る１種以上であるポリエチレン系樹脂、若しくは
プロピレンの単独重合体及びプロピレンと他のα－オレフィンとの共重合体から選択され
る１種以上であるポリプロピレン系樹脂、又は
これらの混合物を使用することが好ましく；
更に上記のようなポリプロピレン系樹脂を使用するか、あるいはポリプロピレン系樹脂と
ポリエチレン系樹脂との混合物を使用することがより好ましい。
【００１２】
　上記ポリプロピレン系樹脂は、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０に準拠して２３０℃において測定
したメルトフローレート（ＭＦＲ）が１～３０ｇ／１０分であることが好ましく、３～１
０ｇ／１０分であることがより好ましい。ポリプロピレン系樹脂の融点としては、１２５
℃以上であることが好ましく、１２５～１６５℃であることが更に好ましい。
　このような観点から、上記ポリプロピレン系樹脂における他のα－オレフィンの共重合
割合は、単量体としてのプロピレンと他のα－オレフィンとの合計重量に基づいて、好ま
しくは３０重量％以下であり、より好ましくは２０重量％以下である。上記ポリプロピレ
ン系樹脂は、特にポリプロピレンの単独重合体であることが、高透明性及び高耐熱性が発
現し易いことのほか、フィルムとしたときのフィッシュアイの発生が少ないことから、最
も好適である。
　本発明における基材フィルムを構成するポリオレフィン樹脂としてポリプロピレン系樹
脂とポリエチレン系樹脂との混合物を使用する場合、ポリエチレン系樹脂の含有割合は、
両者の合計重量に基づいて、好ましくは４０重量％以下、より好ましくは３０重量％以下
とすることが、高い耐熱性及びフィルムとしたときのフィッシュアイを低減できるとの観
点から好適である。
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【００１３】
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートにおいて２枚存在する離型フィルムのうち、
少なくとも１枚の基材フィルムは上記のようなポリオレフィン樹脂からなる。もう１枚の
離型フィルムにおける基材フィルムは、上記のようなポリオレフィン樹脂から構成されて
いてもよく、あるいはこれ以外の樹脂から構成されていてもよい。ここで使用することの
できるポリオレフィン樹脂以外の樹脂としては、公知の離型フィルムにおいて使用されて
いる基材フィルム材料を好ましく例示することができ、例えばＰＥＴ、ポリエチレンナフ
タレート、ポリカーボネート等を挙げることができる。
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートにおいては、表裏の離型フィルムの基材フィ
ルムを構成する樹脂が、２枚ともポリオレフィン樹脂であることが、紫外線照射による粘
着剤層の硬化工程を表裏どちらの面からも行うことができ、あるいは該工程を両面から行
うことができる点で、好ましい。
　表裏双方の離型フィルムにおける基材フィルムは、同じ種類のポリオレフィン樹脂から
構成されていてもよく、相違する種類のポリオレフィン樹脂から構成されていてもよい。
しかしながら上記の利点をより有効に発現する観点から、少なくとも１枚は上記のような
ポリプロピレン系樹脂で構成されていることが好ましく、表裏の２枚ともが上記のような
ポリプロピレン系樹脂で構成されていることがより好ましい。
【００１４】
［着色剤］
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートは、後述するように、両面粘着シートの離型
フィルムの離型力がその表裏で異なるようにすることが好ましい。このような場合、離型
フィルム貼合両面粘着シートの表裏を容易に判別するようにするため、表裏の離型フィル
ムのうちの少なくとも１枚を着色フィルムとすることが好ましい。
　離型フィルムを着色する方法としては、例えば基材フィルム表面に印刷を施して着色フ
ィルムを得る方法が知られている。しかしながらこの方法によると、フィルムの成型と別
の工程において、印刷を行うための複数の工程が必要となって経済性に劣る。また、基材
フィルム上に離型剤をコーティングする工程（後述）において、通常は有機溶剤が使用さ
れるため、基材フィルム表面に印刷されたインキが上記有機溶剤に溶出する問題がある。
更に、フィルム表面に薄く均一に印刷することが技術的に困難であり、印刷ムラが生じる
可能性が高いため、離型フィルムの片方が残存する状態で光学検査を行うことが必要であ
る用途には不適である。
　離型フィルムを着色する別法として、特許文献３（特開２０００－２５１０８号公報）
には、二軸延伸の樹脂フィルム製造時に、縦方向に延伸した後にフィルムに着色剤を含有
する塗工液を塗布、乾燥し、その後に横方向へ延伸することにより、一工程によって印刷
ムラのない着色フィルムを得る方法が提案されている。しかしこの技術によっても、表面
の印刷インキが有機溶剤に溶出する問題は依然として解決されていない。
【００１５】
　これらに対して、基材フィルムを構成する樹脂に着色剤を配合する方法は、着色ムラが
なく、基材フィルム上に離型剤をコーティングする際に使用する有機溶剤への印刷インキ
溶出の問題もなく、好適な着色離型フィルムを容易に得ることができる。
　本発明において用いられる着色剤としては、退色の問題が少ないとの観点から、顔料を
使用することが好ましい。ここで顔料としては、有機顔料及び無機顔料のうち、プラスチ
ック用着色剤として一般的に用いられているものから選択される１種以上を好適に用いる
ことができる。このような有機顔料としては、例えばアゾ系顔料、フタロシアニン系顔料
、アニン系顔料、キナクリドン系顔料等を；
無機系顔料としては、例えば酸化チタン、ベンガラ、群青、カーボンブラック、コバルト
ブルー等を、それぞれ挙げることができ、これらのうちから選択される１種以上を使用す
ることができる。
　これらの顔料のうち、特に有機顔料を使用することが、顔料自体の二次凝集物によるフ
ィッシュアイ等の欠陥の発生が少ないことのほか、樹脂に対する分散性がよいことから好



(7) JP 2012-167255 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

適である。
【００１６】
　樹脂に対する着色剤の混合割合は、基材フィルムの厚み等によって適宜に決定されるが
、最終的な離型フィルムとしての透明性（透光性）を勘案すると、樹脂１００重量部に対
して、０．０１～５重量部とすることが好ましく、０．０５～３重量部とすることがより
好ましい。この混合割合が０．０１重量部より少ない場合、色相がはっきりとせず、貼合
された離型フィルムが着色されているか否かの識別が困難となる。一方混合割合が５重量
部より多い場合、離型フィルムとしての透明性（透光性）が不足するだけでなく、着色剤
自体の二次凝集物によるフィッシュアイ等の欠陥の発生が顕著となる場合があり、実用的
ではないうえに、着色剤のコスト負担も大きくなるから経済的にも不利となる。
　離型フィルムにおける基材フィルムを構成する樹脂に上記のような着色剤を配合する方
法としては、例えば樹脂のペレットに直接着色剤を配合する方法、一旦樹脂及び着色剤に
より着色剤を高濃度で含有するマスターバッチを製造してこれを樹脂のペレットに配合す
る方法等を挙げることができ、公知の適宜の方法を特に制限なく採用することができる。
しかしながら、着色剤の分散状態を良好にすること、成型機への着色剤の付着を可及的に
低減するべきこと等を勘案すると、マスターバッチによって配合する方法が好ましい。
【００１７】
［表面平滑層］
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの離型フィルムにおける基材フィルムは、そ
の表面平滑性が十分に高い。そのため、該基材フィルムの製造後、これに離型層を形成す
る工程及び粘着剤層を積層する工程を経た後に形成される粘着剤層の表面が、十分に平滑
となる。しかしながら、この粘着剤層の表面の平滑性をさらに高度のものとするために、
基材フィルムは、その表面に表面平滑層を有していてもよい。
　基材フィルムが表面平滑層を有するものである場合、該基材フィルムは、少なくとも離
型層側の面に表面平滑層を有することが好ましく、両側の面にそれぞれ表面平滑層を有す
ることがより好ましい。
　この表面平滑層は、基材フィルムの表面に形成される微細な凹凸を埋めて平滑化する機
能を有するものであるが、これ以外の他の機能を有していてもよい。ここで、表面平滑層
の有する他の機能としては、例えばアンカーコート機能、ハードコート機能、帯電防止機
能等を挙げることができる。基材フィルムが、上記のうちの帯電防止機能を有する表面平
滑層を有することにより、得られる離型フィルム貼合両面粘着シートを使用する際に、静
電気に起因する種々のトラブルを回避できる点で好ましい。
　表面平滑層の厚みは、０．１～５．０μｍであることが好ましく、０．５～３．０μｍ
であることがより好ましい。表面平滑層を上記範囲の厚みとすることにより、基材フィル
ムの製造時の結晶生成に起因するフィルム表面の微細な凹凸を効果的に埋めることができ
るとともに、高度の表面平滑性を容易且つ低コストで得ることができる点で好ましい。
【００１８】
［基材フィルムの特性］
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの離型フィルムにおける基材フィルムは、こ
れに離型剤をコーティングする工程及び紫外線硬化型粘着剤を積層する工程において該基
材フィルムに対して加わる熱及び張力に対しての寸法安定性を確保するとの観点から、引
張弾性率が縦横それぞれ７００ＭＰａ以上であることが好ましく、９００ＭＰａ以上であ
ることがより好ましい。
　基材フィルムの厚みは、粘着剤層の厚み、打ち抜き加工後の製品の面積、形状等に応じ
て適宜に設定されるべきであるが、１０～２００μｍとすることが好ましく、更に好まし
くは２０～１５０μｍであり、特に好ましくは４０～１２０μｍである。ここで、基材フ
ィルムの厚みが薄すぎると、これに離型剤をコーティングする工程及び粘着剤を積層する
工程における熱によって、フィルムに「熱負け」によるシワが入り、製品として使用でき
ない場合がある。特に粘着剤層の厚みが厚い場合はこの傾向が顕著である。一方、基材フ
ィルムの厚みが厚すぎると柔軟性に不足するため、巻回体製造の際に皺やコブ等の外観不
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良が発生し易くなる場合があり、好ましくない。
【００１９】
［基材フィルムの製造方法］
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの離型フィルムにおける基材フィルムは、上
記のような樹脂のフィルムからなり、上記のような特性を有するものである限り、どのよ
うな方法によって製造されたものであってもよい。
　基材フィルム（樹脂フィルム）の製造方法としては、例えばインフレーション法、キャ
スト法、一軸以上で延伸される方法等を例示することができる。これらのうち、キャスト
法によって得られる無延伸の樹脂フィルムは熱収縮が小さく、離型剤をコーティングする
工程及び粘着剤層を積層する工程で熱による寸法変化が小さい事から好適に用いることが
できる。
　本発明における基材フィルムは、単層構造であってもよく、２層以上の多層構造であっ
てもよい。基材フィルムを多層構造とする方法としては、例えばマルチマニホールド法や
フィードブロック法に代表される共押出法；インラインラミネート法；各層を単層として
製造した後、ドライラミネーション等により接着剤層を介して積層する方法等を挙げるこ
とができる。
　基材フィルムが着色フィルムである場合には、基材フィルムが少なくとも３層を有する
積層体からなるフィルムであり、着色剤を配合した層が、最外層以外の層である態様、即
ち、中間層へのみ着色剤を配合する態様が、粘着剤層を積層する際の有機溶剤への着色剤
溶出の問題や、成型機、特にダイス内部への着色剤の付着の問題をより確実に防止するこ
とができるため、特に好ましい。
【００２０】
　基材フィルムが表面平滑層を有するものである場合、該基材フィルムは、上記のように
して形成された樹脂フィルムの表面に、好ましくは適当なコーティング剤を塗布し、該コ
ーティング剤のセルフレベリング効果を利用することによって製造することができる。こ
こで、コーティング剤としては、市販品を使用することができる。コーティング剤の市販
品としては、例えば商品名でＵＶＨ－Ｄ００３（出光テクノファイン（株）製）等を挙げ
ることができる。このコーティング剤ＵＶＨ－Ｄ００３は、表面を平滑化する機能のほか
、帯電防止機能を有するものである。コーティング剤の粘度は、セルフレベリング効果を
効果的に発現させるとの観点から、１～１０，０００ｃｐに調整することが好ましい。
　本発明における基材フィルムは、これにコーティングされる離型剤との密着性をより高
くするとの観点から、離型剤をコーティングする側の表面に対してインライン又はオフラ
インで表面処理を施したうえで、離型剤のコーティングに供することが好ましい。かかる
表面処理としては、例えばコロナ放電処理、フレーム（火焔）処理等を挙げることができ
る。基材フィルムが、離型剤をコーティングする側の表面に表面平滑層を有するものであ
る場合、上記表面処理は、該表面平滑層に対して行われる。
【００２１】
＜基材フィルム上への離型剤のコーティング＞
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートにおける離型フィルムは、上記のような基材
フィルムの片側表面上に、離型剤をコーティングして得られた離型層を有するものである
。
　基材フィルム上にコーティングする離型剤については特に制限はないが、例えばシリコ
ーン系、フッ素系、長鎖アルキル系等の公知の離型剤を挙げることができる。本発明にお
いては、離型力の安定性、基材フィルムとの密着性からシリコーン系離型剤が好適である
。
　上記シリコーン系離型剤としては、白金触媒を用いた熱硬化型シリコ－ン、紫外線励起
型カチオン発生剤を触媒とした紫外線硬化型シリコ－ン等を、代表例として挙げることが
できる。
　白金触媒を用いた熱硬化型シリコ－ンは、少なくとも炭素－炭素二重結合を一個以上有
するアルキルシロキサンと、少なくともケイ素－水素結合を一個以上有するアルキルシロ
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キサンと、白金触媒と、から構成される。このような熱硬化型シリコーンとしては、付加
型シリコ－ンとして一般に広く販売されているものを用いることができる。
　一方、紫外線硬化型シリコ－ンとしては、エポキシベンゼンの有するベンゼン核にアル
キルシロキサンが置換された化合物と、紫外線励起型カチオン発生触媒と、からなる混合
物を使用することができ、紫外線硬化型シリコ－ンとして一般に広く販売されているもの
を用いることができる。
【００２２】
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートにおいては、両面粘着シートの離型フィルム
の離型力がその表裏で異なるようにすることが好ましい。表裏の離型力に差を設けること
により、本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの使用にあたって離型フィルムを剥離
する際、両面粘着シートが、領域ごとに異なる側の離型フィルムに付着して粘着剤層が破
壊されることがなく、両面粘着シートの全面が離型力の強い方の離型フィルム上に残存す
ることとなり、好ましい。
　表裏における離型力の差は、２倍以上とすることが好ましく、３倍以上とすることがよ
り好ましい。特に、離型力の大きい側の面における離型力が、好ましくは３０～５００（
ｍＮ／２５ｍｍ）、より好ましくは５０～３００（ｍＮ／２５ｍｍ）であり；
離型力の小さい側の面における離型力が、好ましくは１０～３００（ｍＮ／２５ｍｍ）、
より好ましくは２０～１００（ｍＮ／２５ｍｍ）であり；そして
両面の離型力の差を、２倍以上とすることが好ましく、３倍以上とすることがより好まし
い。
　離型力の調整は、片方の基材フィルム上にコーティングする離型剤に、離型力調整剤を
配合して使用することにより、行うことができる。離型力調整剤が配合された離型剤をコ
ーティングした表面は、離型特性が「重く」なり、即ち両面粘着シートがより剥離し難い
表面となる。
【００２３】
　ここで使用することのできる離型力調整剤としては、例えばアルキルシロキサン中にＳ
ｉＯ２単位と、（ＣＨ３）３ＳｉＯ２／１単位又はＣＨ２＝ＣＨ（ＣＨ３）２ＳｉＯ２／

１単位と、を有するレジン構造のもの等を挙げることができる。このような離型力調整剤
の市販品としては、例えばＫＳ－３８００（信越化学工業（株）製）等を挙げることがで
きる。
　離型力調整剤の配合割合としては、離型剤１００重量部に対して、１～４０重量部とす
ることが好ましく、５～３０重量部とすることが好ましい。
　そして、上記のような離型剤、又は該離型剤と離型力調整剤とからなる混合物を、その
まま、あるいは適当な溶剤に希釈したうえで、基材フィルムの表面に塗布する。次いで、
離型剤が熱硬化型シリコーンである場合には加熱によって、紫外線硬化型シリコ－ンであ
る場合には紫外線の照射によって、離型剤を硬化することにより、基材フィルム上に離型
剤層を形成することができる。
　コーティング方法としては特に制限がなく、公知の方法を用いることができる。例えば
一般に用いられるコ－ティングヘッドによる塗工方法；例えばグラビヤ、グラビヤリバ－
ス、オフセット等の転写方法を基本とする塗工方法；ダイコ－タ－等のダイより所定の厚
さで塗膜を押出し積層する方法；バ－、コンマバ－等の掻き取り方法を基本とする塗工方
法等の、一般的に普及しているコ－ティング方法を適宜に選択して用いることができる。
　加熱又は紫外線照射の条件は、使用する離型剤の種類及び離型層の厚みによって適宜に
設定されるべきである。
　離型剤の厚みに関しては特に制限がなく、離型フィルムの目標とする離型力に応じて適
宜に設定することができる。この厚みは、例えば０．０１～０．５μｍとすることができ
、離型力の安定性、背面への転写量等を勘案すると０．０５～０．２μｍとすることが好
ましい。
【００２４】
＜紫外線硬化型粘着剤＞
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　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートにおける両面粘着シートは、紫外線硬化型粘
着剤の硬化物からなる。
　この紫外線硬化型粘着剤としては、例えばスチレン－ブタジエン共重合ラテックス、ス
チレン－イソプレンブロック共重合体等のゴム系の粘着剤であって紫外線硬化型のもの；
アクリル系の粘着剤であって紫外線硬化型のもの；シリコーン系等の粘着剤であって紫外
線硬化型のもの等を挙げることができる。
　これらの紫外線硬化型粘着剤は、例えば溶剤系、水性エマルジョン系、ホットメルト系
等の形態で提供される。粘着剤層の厚みを、例えば５０μｍ以上、特に８０μｍ以上と厚
くする場合には、ホットメルト系の粘着剤を使用することが、一回の工程で形成可能な層
厚みが厚い点で好適である。
【００２５】
＜離型フィルム貼合両面粘着シートの製造方法＞
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートは、
ポリオレフィン樹脂からなる基材フィルム上に離型層を有する第１の離型フィルム、
紫外線硬化型粘着剤、及び
樹脂からなる基材フィルム上に離型層を有する第２の離型フィルム
をこの順に積層して積層体とし、そして
前記積層体に対し、少なくとも前記第１の離型フィルムの側から紫外線を照射する紫外線
照射工程を経ることにより、製造することができる。上記２枚の離型フィルムは、いずれ
も離型層を有する面が粘着剤層と接するように配置される。上記２枚の離型フィルムは、
上述のように離型力がそれぞれ相違することが好ましいが、どちらの離型フィルムの離型
力が高くてもよい。紫外線照射によって離型フィルム上で粘着剤の硬化反応が進行した場
合、離型フィルムの本来の離型力よりも実際の離型力が高くなってしまう傾向がある。こ
のような場合には、両面の離型力の差が小さくなってしまう。こうした事態を回避するた
めに、第１の離型フィルムには離型力の高いほうの離型フィルムを用いることが好ましい
。上記第２の離型フィルムにおける基材フィルムは、上述のようにポリオレフィン樹脂か
らなるものであることが好ましい。
　紫外線硬化型粘着剤の厚みに関しては、本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの用
途に応じて適宜に設定することができる。ポリオレフィン樹脂からなる基材フィルムを有
する離型フィルムが特定波長の紫外線を吸収しないという特徴の優位性を最大限に発揮す
るために、紫外線硬化型粘着剤の厚みを２０μｍ以上とすることが好ましく、５０～５０
０μｍとすることがより好ましく、更に８０～３００μｍとすることが好ましい。
【００２６】
　第１の離型フィルム、紫外線硬化型粘着剤及び第２の離型フィルムをこの順に積層して
積層体とするには、例えば第１の離型フィルム及び第２の離型フィルムのうちのいずれか
一方の離型フィルムの離型層形成面上に紫外線硬化型粘着剤を層状に塗布し、次いで他方
の離型フィルムを、その離型層が前記紫外線硬化型粘着剤の層に接するように積層する方
法によることができる。
　離型フィルム上へ紫外線硬化型粘着剤を層状に塗布する方法については特に制限はなく
、公知の方法を適宜に選択して用いることができる。この塗布方法としては、例えば一般
に用いられるコ－ティングヘッドによる塗工方法；例えばグラビヤ、グラビヤリバ－ス、
オフセット等の転写方法を基本とする塗工方法；ダイコ－タ－等のダイより所定の厚さで
塗膜を押出し積層する方法；バ－、コンマバ－等の掻き取り方法を基本とする塗工方法等
の、一般的に普及しているコ－ティング方法を採用することができる。
　硬化されて両面粘着シートとなる紫外線硬化型粘着剤の層は、層中にフィルム状基材を
有していても有していなくてもよい。しかしながら製造工程の簡略化及び両面粘着シート
の光学特性を維持することを考慮すると、フィルム状基材を有さないことが好ましい。
【００２７】
　そして前記のような積層体に対し、少なくとも上記第１の離型フィルムの側から紫外線
を照射する紫外線照射工程を経ることにより、本発明の離型フィルム貼合両面粘着シート
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を得ることができる。
　ここで、上記第２の離型フィルムの基材フィルムがポリオレフィン樹脂からなるもので
ある場合には、上記紫外線照射工程における紫外線の照射は、第１の離型フィルムの側か
らのみならず、両面から行うことができる。従って、この態様によると、紫外線の照射時
間を短くすることができ、工程時間をより短縮することができる。
　上記の紫外線照射の条件は、使用する紫外線硬化型粘着剤の種類及び厚みに応じて適宜
に設定されるべきである。
　以下、図面を参照しつつ、本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートの特に好ましい製
造方法を説明する。
　図１及び図２に、本発明の方法に好ましく使用される製造装置の例を示す概略図を示し
た。
【００２８】
　図１の装置は、第１の離型フィルム（離型力の強い離型層を有する離型フィルム）を供
給するフィルム繰出し装置、第２の離型フィルム（離型力の弱い離型層を有する離型フィ
ルム）を供給するフィルム繰出し装置、紫外線硬化型粘着剤を供給するダイス、離型フィ
ルム上へ供給された粘着剤を冷却する冷却ロール、積層体の両面から紫外線を照射するた
めの紫外線照射装置、巻き取りロール及び幾つかの支持ロールを有する。ここで使用され
る離型フィルムの基材フィルムは、いずれもポリオレフィン樹脂からなり、紫外線硬化型
粘着剤はホットメルトタイプのものである。
　第１の離型フィルムを供給するフィルム繰出し装置から供給された離型力の強い離型層
を有する離型フィルムは冷却ロール上に導かれ、その離型層上にダイスから供給された紫
外線硬化型粘着剤を積層する。ここでダイスの温度は、紫外線硬化型粘着剤が十分な流動
性を有する温度に設定されているから、ダイスからは粘着剤が流動性のある状態で供給さ
れる。粘着剤はその後直ちに、冷却ロールによって離型フィルムを介して冷却されて流動
性を減少又は喪失し、それと同時に又はその後直ちに、該粘着剤層上に、第２の離型フィ
ルムを供給するフィルム繰出し装置から供給された離型力の弱い離型層を有する離型フィ
ルムが積層されて積層体となる。ここで、第２の離型フィルムを供給するフィルム繰出し
装置からの離型フィルムは、該離型フィルムの有する離型層が粘着剤層を接するように供
給される。
　得られた積層体は、次いで両面から紫外線を照射され、紫外線硬化型粘着剤が硬化され
たうえで巻き取りロールに巻き取られることになる。
【００２９】
　図２の装置は、図１の装置において、ダイスの代わりにメイヤバーを用いるバーコート
法によって粘着剤を積層するものとした装置である。図２の装置におけるその他の態様の
詳細は、当業者は容易に理解可能であろう。
　以上において、第１の離型フィルムを供給するフィルム繰出し装置から供給する離型フ
ィルムと、第２の離型フィルムを供給するフィルム繰出し装置から供給する離型フィルム
と、を交換した態様であってもよい。また、紫外線照射はどちらか一方の面からのみ行っ
てもよい。
【００３０】
　上記のような本発明の方法においては、紫外線硬化型粘着剤層の両面を離型フィルムで
保護した状態で紫外線照射を行うこととなる。この態様によると、紫外線硬化型粘着剤層
の片面が製造現場の環境に暴露される時間を極めて短くすることができるから、粘着剤層
に環境中のゴミ等の異物が付着する可能性を可及的に低減しうる点で好ましい。
　このことは、離型フィルムの基材フィルムにＰＥＴを用いる従来法によった場合に対す
る大きな利点である。つまり、従来法によると、基材フィルムを構成するＰＥＴが紫外線
を吸収するから、これを回避するために粘着剤層の片面を製造現場の環境に暴露した状態
で紫外線照射を行わざるを得ない。従って、従来法は、フィルム業界における通常のコス
トの許す限りで製造現場をクリーンにしたとしても、粘着剤層に異物が付着する懸念を払
拭できない。これに対して本発明の方法は、従来法における上記の懸念を、根本的に解消
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するものである。
【００３１】
＜離型フィルム貼合両面粘着シート＞
　上記のようにして得られた本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートは、粘着剤層の厚
みが厚い場合でも、紫外線照射による硬化反応が阻害されることがなく良好な粘着特性を
示す。
　本発明の離型フィルム貼合両面粘着シートは、特に光学用途に好適に用いることできる
。
【実施例】
【００３２】
　以下に実施例及び比較例を挙げて本発明について説明するが、本発明はこれらの実施例
に限定されるものではない。
　以下の実施例及び比較例における各評価は、それぞれ以下の手順によって行った。
（１）引張弾性率
　離型フィルムの基材フィルムの剛性の指標として、引張弾性率の測定を行った。
　測定装置として（株）島津製作所製、オートグラフ（型番：ＡＧ－５００Ｄ）を用い、
ＪＩＳ　Ｋ　７１２７に準拠して、ＪＩＳ－５号試験片を使用して、引張速度５０ｍｍ／
ｍｉｎにて、ＭＤ方向及びＴＤ方向のそれぞれについて測定した。
（２）離型力
　離型フィルムの離型面に日東電工（株）製Ｎｏ．３１Ｂテープを５ｋｇロールで圧着し
、２３℃にて２４時間の状態調節を行った後に、前記テープを３００ｍｍ／分の速度で１
８０°剥離することにより、離型力を測定した。
（３）ヘイズ
　離型フィルム貼合両面粘着シートの透明性の指標として、ヘイズの測定を行った。
　測定装置としてスガ試験機（株）製、ヘイズメーター（型番：ＨＧＭ－２ＤＰ）を用い
、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に準拠して測定した。
【００３３】
（４）フィッシュアイ及び異物
　離型フィルム貼合両面粘着シートに存在するフィッシュアイ及び異物の有無を目視にて
観察した。発見されたフィッシュアイ及び異物について、その長径を、最小単位が０．１
ｍｍの目盛り付きのルーペにて測定し、０．２ｍｍ以上のサイズの個数を１ｍ２あたりの
個数に換算して評価した。
（５）粘着剤の硬化状況
　離型フィルム貼合両面粘着シートの一方の離型フィルムを剥がし、粘着面に対してＰＥ
Ｔフィルム（Ｅ５１００＃５０：東洋紡績（株）製）のコロナ処理面側を貼合し、２５ｍ
ｍ幅×１５０ｍｍの短冊状試験片を作成した。次いでこの試験片の離型フィルムを剥がし
、ＳＵＳ板へ貼り付けた後に試験片を引き剥がした。その際の粘着剤層の状況を目視にて
確認した。
　　Ｙｅｓ：粘着剤層の破壊がなく、粘着剤はすべてＰＥＴフィルム側へ残った。
　　Ｎｏ：粘着剤層とＰＥＴフィルムとの密着性が低く、粘着剤層が破壊され、ＰＥＴフ
ィルム及びＳＵＳ板の双方へ粘着剤が残った。
（６）剥離状況
　離型フィルム貼合両面粘着シートの一方の離型フィルム（双方の離型力に差がある場合
は離型力の小さい側）を剥がした際の粘着剤層の残留状況を目視にて確認した。
　　Ｙｅｓ：粘着剤層の破壊がなく、粘着剤はすべて一方（双方の離型力に差がある場合
は離型力の大きい側）へ残った。
　　Ｎｏ：粘着剤層が破壊され、領域毎に異なる側の離型フィルムへ残った。
【００３４】
実施例１
（離型フィルムの製造）
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　基材フィルムとして無延伸ポリプロピレンフィルム　ＰＰ－１（サン・トックス（株）
製、品番：Ｒ０１２＃６０、厚み６０μｍ）を用いて以下の方法で離型フィルムを製造し
た。
　基材フィルムのコロナ処理面側に、熱硬化型シリコーン－１（信越化学工業（株）製、
品番：ＫＳ－３７０３）８０重量部及び離型力調整剤（信越化学工業（株）製、品番：Ｋ
Ｓ－３８００）２０重量部の混合物を、塗工量が０．１ｇ／ｍ２となるようにグラビアコ
ーターにて塗工し、第１の離型フィルムを得た。
　上記とは別に、基材フィルムのコロナ処理面側に、熱硬化型シリコーン－２（東レ・ダ
ウコーニング（株）製、品番：ＬＴＣ７５０Ａ）を、塗工量が０．１ｇ／ｍ２となるよう
にグラビアコーターにて塗工し、第２の離型フィルムを得た。
　これらの離型フィルムを用いて、上記（１）及び（２）の評価を行った。評価結果は表
１に示した。
【００３５】
（離型フィルム貼合両面粘着シートの製造）
　離型フィルム貼合両面粘着シートの製造は、図１に示したような製造装置を用いて行っ
た。ここで、紫外線硬化型粘着剤を供給するダイスの温度は、１２０℃であり；
冷却ロールの冷却水の温度は５℃であり；
シートの巻き取り速度は４ｍ／ｓであり；そして
照射される紫外線の量は、下面（第１の離型フィルム側）、上面（第２の離型フィルム側
）ともに６００Ｊ／ｍ２となるように調整した。
　上記で得られた第１の離型フィルムを繰り出し装置から供給し、これを冷却ロール上に
導き、該冷却ロール上において第１の離型フィルムの離型層上にダイスから紫外線硬化型
粘着剤　ＨＭ－１（ノーテープ工業（株）製、品番：ＵＶ３００）を供給し、厚みが１７
５μｍとなるように塗工した。その後直ちに、該粘着剤層上に、上記で得られた第２の離
型フィルムを繰出し装置から供給して積層して積層体とした。
　次いで、得られた積層体に両面から紫外線を照射して紫外線硬化型粘着剤を硬化した後
に、巻き取りロールに巻き取ることにより、離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。
　得られた離型フィルム貼合両面粘着シートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行っ
た。評価結果は表１に示した。
【００３６】
実施例２
　塗工する紫外線硬化型粘着剤　ＨＭ－１の厚みを５０μｍとしたほかは、上記実施例１
と同様にして実施して離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両
面粘着シートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
なお本実施例においては、上記実施例１と同じ離型フィルム材料を使用したため、上記（
１）及び（２）の評価については実施例１における評価結果をそのまま転記した。
【００３７】
実施例３
　紫外線照射を第２の離型フィルム側（上側）からのみとしたほかは、上記実施例１と同
様にして実施して離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両面粘
着シートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。なお
本実施例においては、上記実施例１と同じ離型フィルム材料を使用したため、上記（１）
及び（２）の評価については実施例１における評価結果をそのまま転記した。
【００３８】
実施例４
　離型フィルム貼合両面粘着シートの製造は、図２に示したような製造装置を用いて行っ
た。ここで、紫外線硬化型粘着剤の塗工は粘着剤を加温せずに行い；
シートの巻き取り速度は４ｍ／ｓであり；そして
照射される紫外線の量は、上面（第１の離型フィルム側）、下面（第２の離型フィルム側
）ともに６００Ｊ／ｍ２となるように調整した。
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　そして紫外線硬化型粘着剤としてＮＳ－１（日本合成化学工業（株）製、品番：ＮＳ－
００１）を用い、粘着剤の厚みが５０μｍとなるようにメイヤバーを用いてバー塗工した
ことのほかは、上記実施例１と同様にして実施して離型フィルム貼合両面粘着シートを得
た。
　この離型フィルム貼合両面粘着シートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行った。
評価結果は表１に示した。なお本実施例においては、上記実施例１と同じ離型フィルム材
料を使用したため、上記（１）及び（２）の評価については実施例１における評価結果を
そのまま転記した。
【００３９】
実施例５
（離型フィルムの製造）
　第１の離型フィルムに用いる基材フィルムの製造を、スクリュー径７５ｍｍの単軸押出
機が１台（中間層用）、スクリュー径５０ｍｍの単軸押出機が２台（両外層用）の合計３
台の押出機からなる３種３層構成のＴダイ方式フィルム製膜装置を用いて行った。
　中間層及び両外層の押出機に供給する樹脂をポリエチレン樹脂　ＰＥ（宇部丸善ポリエ
チレン（株）製、品番：Ｆ５２２Ｎ、密度＝０．９２２ｇ／ｃｍ３、融点＝１１０℃、Ｍ
ＦＲ＝５．０ｇ／１０分；１９０℃時）とし、樹脂温度２５０℃、滞留時間１分、Ｔダイ
温度２４０℃の条件にてＴダイより押出し、２５℃の冷却ロールを通して、総厚み６０μ
ｍのポリエチレンフィルムを得た。次いで、このフィルムの粘着剤を積層する側の表面の
濡れ指数が４２ｍＮ／ｍとなるようにコロナ放電処理を施し、さらに４０℃において２４
時間エージングすることにより、基材フィルムを得た。
　この基材フィルムを用いたほかは上記実施例１と同様にして実施して第１の離型フィル
ムを得た。
　第２の離型フィルムは、上記実施例１と同様に、ＰＰ－１を基材フィルムとして使用し
て製造した。
　これらの離型フィルムを用いて、上記（１）及び（２）の評価を行った。評価結果は表
１に示した。
（離型フィルム貼合両面粘着シートの製造）
　上記で製造した第１及び第２の各離型フィルムを用いたほかは、上記実施例１と同様に
して実施して離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両面粘着シ
ートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
【００４０】
実施例６
　第１の離型フィルムに用いる基材フィルムをＰＥＴフィルム（東洋紡績（株）製、品番
：Ｅ５１００）としたほかは、上記実施例１と同様にして実施して離型フィルムを得た。
この離型フィルムを用いて、上記（１）及び（２）の評価を行った。評価結果は表１に示
した。
　次いでこれらの第１及び第２の各離型フィルムを用いたほかは、上記実施例１と同様に
して実施して離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両面粘着シ
ートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
【００４１】
実施例７
　第１の離型フィルムに用いる基材フィルムを無延伸ポリプロピレンフィルム　ＰＰ－２
（サン・トックス（株）製、品番：ＭＫ１２＃４０、厚み４０μｍ）としたほかは、上記
実施例１と同様にして実施して離型フィルムを得た。この離型フィルムを用いて、上記（
１）及び（２）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
　次いでこの離型フィルムを用いたほかは、上記実施例１と同様にして実施して離型フィ
ルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両面粘着シートを用いて、上記（
３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
【００４２】
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実施例８
（離型フィルムの製造）
　第１の離型フィルムに用いる基材フィルムの製造を、実施例５と同じ装置を用いて行っ
た。
　中間層及び両外層の押出機に供給する樹脂をホモポリプロピレン　ＰＰ－３（住友化学
（株）製、品番：ＦＬＸ８０Ｅ４、融点＝１６３℃、ＭＦＲ＝７ｇ／１０分；２３０℃時
）１００重量部とし、さらに中間層の押出機に供給する樹脂　１００重量部に対して、着
色剤マスターバッチ（ＤＩＣ（株）製、品番：ＰＥＯＮＹ　ＨＰ　ＢＬＵＥ　Ｌ－８３２
８５Ｍ、ベース樹脂＝ポリプロピレン、顔料濃度＝約５％）を５重量部混合したほかは、
上記実施例５と同様にして実施して基材フィルムを得た。
　この基材フィルムを用いたほかは上記実施例１と同様にして実施して第１の離型フィル
ムを得た。
　第２の離型フィルムは、上記実施例１と同様に、ＰＰ－１を基材フィルムとして使用し
て製造した。
　これらの離型フィルムを用いて、上記（１）及び（２）の評価を行った。評価結果は表
１に示した。
（離型フィルム貼合両面粘着シートの製造）
　上記で製造した第１及び第２の各離型フィルムを用いたほかは、上記実施例１と同様に
して実施して離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両面粘着シ
ートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
【００４３】
比較例１
　第１及び第２の離型フィルムに用いる基材フィルムを、双方ともＰＥＴフィルム（東洋
紡績（株）製、品番：Ｅ５１００）としたほかは、上記実施例１と同様にして実施して離
型フィルムを得た。この離型フィルムを用いて、上記（１）及び（２）の評価を行った。
評価結果は表１に示した。
　次いでこの離型フィルムを用いたほかは、上記実施例１と同様にして実施して離型フィ
ルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両面粘着シートを用いて、上記（
３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
【００４４】
比較例２
　第１及び第２の離型フィルムに用いる基材フィルムをＰＥＴフィルム（東洋紡績（株）
製、品番：Ｅ５１００）としたほかは、上記実施例２と同様にして実施して離型フィルム
を得た。この離型フィルムを用いて、上記（１）及び（２）の評価を行った。評価結果は
表１に示した。次いでこの離型フィルムを用いたほかは、上記実施例１と同様にして実施
して離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。この離型フィルム貼合両面粘着シートを用
いて、上記（３）～（６）の評価を行った。評価結果は表１に示した。
【００４５】
参考例１
　上記比較例１において、一度紫外線を照射して巻き取りロールに巻き取った離型フィル
ム貼合両面粘着シートにつき、以下のようにして更に２回の紫外線照射を行った。
　上記離型フィルム貼合両面粘着シートをロールから繰り出して、第２の離型フィルムを
剥離した状態でシートの両面から紫外線を照射した後に、新たな第２の離型フィルムを貼
合し、積層体として巻き取った。
　この第２の離型フィルムの剥離及び紫外線照射の操作をもう一回繰り返して行うことに
より、離型フィルム貼合両面粘着シートを得た。
　この離型フィルム貼合両面粘着シートを用いて、上記（３）～（６）の評価を行った。
評価結果は表１に示した。なお本参考例においては、上記比較例１と同じ離型フィルム材
料を使用したため、上記（１）及び（２）の評価については比較例１における評価結果を
そのまま転記した。
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【００４６】
【表１】

【００４７】
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【表２】

【００４８】
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